
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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診療所兼住宅 中層の店舗兼共同住宅が
多い住宅地域

大久保240 m

特にない。 基準方位　北　３
．６ｍ区道

大久保駅北東方240 m

金利の先高感はあるが、日銀の金融緩和策は継続しており、堅調な需
要を支えに、稀少性の高い土地を中心に地価は強含みである。

都心に立地し、交通及び生活の利便性は良好である。やや喧騒感のあ
る幹線道路背後にあって地価は割安感があり、需要は堅調である。

価格形成要因に影響を与える個別的要因には特段の変動要因はない。

画地の細分化が散見されるが、中低層店舗兼共同住宅、戸建住宅、事業所等の混在する住宅地域で、交通及び生
活の利便性が良好な住宅地として成熟している。当分の間現状を維持して推移するものと予測する。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

基準地は幹線道路背後の中低層住宅地域に位置し、その価格形成過程で代替性を有する不動産の市場性が重視される。
比準価格は近隣地域周辺の取引事例について的確な要因比較を行って試算され、市場の実態を反映している。収益価格
は近隣地域が狭隘道路で基準容積率が低く、地価水準に見合った賃料が収受出来ない為に低位に試算された。よって指
定基準地との検討を踏まえ、市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を関連付けて鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は主として新宿区中心部の準幹線道路背後に戸建住宅、中低層共同住宅等の混在する住宅地域と判定した。
主たる需要者は新宿区内に地縁のあるエンドユーザー、規模の大きなものは建売業者等である。金利の先高感があるが
住宅地の不動産投資需要は回復傾向が鮮明であり、稀少性の高いものや割安物件等を中心に総じて強含みである。中心
価格帯は土地で㎡当たり６０～８０万円程度、土地建物でやや幅があるが総額６，０００万円から１億円程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

新宿(都) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 5

新宿(都)　 － 3 東京都 区部第３ 不動産鑑定士 神山　由紀夫

ハーキュリーズアプレイザル

令和 4 6 28

令和 4 7 2

新宿区百人町二丁目３３０番４
「百人町２－２０－２１」

112

1：1 ＲＣ 3

東3.6 m

区道

水道、

ガス、

下水

１住居
(60,300)
準防
高度(2種最高20m)
（その他）

(70,160)

80 50 40 80 中低層共同住宅地

10.5 10.5 110 正方形

１住居
(70,160)
準防
高度(2種最高20m)

中低層共同住宅地 方位                          +2.0

769,000

545,000

／

／

令和 4 570,000

81,900,000 731,000

□ □■

615,000

新宿 1

101.8

102.0 85.7

102.0
731,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

-5.0

-2.0

-8.0

0.0

0.0

新宿(都) 9

743,000

103.8

100.0 107.6

102.0
731,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-1.0

+8.7

0.0

0.0

□ □

□ □

■
704,000

+3.8


